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は じ め に 

 

我が国では、物価上昇を概ね 1％上回る水準の賃金上昇を定着させることを重要課

題と位置づけ、賃上げを強力に推進しています。 

このような中、令和７年度の最低賃金は全国加重平均で 1,121 円となり、すべての

都道府県で時給 1,000 円を超えるという歴史的な転換期を迎えました。 

一方で、厚生労働省の毎月勤労統計によれば、本年８月の実質賃金は 8か月連続で

減少しており、その減少幅も拡大しています。このため、賃金の伸びが物価上昇に追

いついていない状況が続いています。 

今後は、政府の経済対策や賃上げの動きを追い風に、付加価値向上に向けて労働

力が十分に発揮できるよう、働きやすく生産性の高い労働環境を整備することが一層

重要になります。 

こうした状況の下、鹿児島県においても地域別最低賃金が 1,026 円となり、前年比

73 円の上昇で過去最大の引き上げ幅となりました。また、県内の雇用情勢は業種ご

とのばらつきがあるものの、鹿児島労働局が発表した 9 月の有効求人数は 35,802 人

（前年同月 37,615 人）、有効求人倍率（就業地別）は 1.05 倍（前年同月 1.88 倍）と

なっており、依然として求人が求職を上回る「売り手市場」が続いています。 

このような労働環境の変化に対応するため、本会では関係機関や中小企業に対し

て中小企業の労働事情を的確に把握していただき、中小企業労働施策の充実に資する

基礎資料として活用いただくため、毎年「中小企業労働事情実態調査」を実施してい

ます。 

本年度は従来の調査項目に加え、労働生産性の向上を目的として実施した取り組

みについても調査しました。 

本調査の結果が、県内中小企業の実情把握と労働環境の改善に少しでも寄与でき

れば幸いです。 

最後に、本調査にご協力いただきました関係組合及び調査対象事業所の皆様に心

より感謝申し上げますとともに、今後ますますのご発展をお祈りいたします。 

 

 令和７年 11 月 

鹿児島県中小企業団体中央会  



- 2 - 

 

目 次 

Ⅰ 調査実施の要領・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・3 

Ⅱ 回答事業所の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4 

1. 回答事業所数 

2. 従業員の雇用形態 

Ⅲ 調査結果の要約・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・6 

Ⅳ 調査結果の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・8 

1. 経営状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・8 

⑴ 現在の経営状況（昨年度と比較） 

⑵ 主要事業の今後の方針 

⑶ 経営上の障害 

⑷ 経営上の強み 

2. 原材料費、人件費（賃金等）アップ等に対する販売価格への転嫁状況 ・・・・11 

 ⑴ 販売・受注価格への転嫁状況 

 ⑵ 原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁の内容 

 ⑶ 価格転嫁率 

3. 従業員（パートタイマーなど短時間労働者を除く）の労働時間 ・・・・・・・13 

⑴ 週所定労働時間 

⑵ 従業員１人当たりの月平均残業時間 

4. 従業員１人当たりの年次有給休暇の平均付与日数・平均取得日数・取得率 ・・14 

5. 同一労働同一賃金への対応 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・14 

6. 新規学卒者の採用 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15 

⑴ 令和 7年 3月新規学卒者の採用計画 

⑵ 新規学卒者の採用結果（新規学卒者の採用充足率、平均初任給） 

7. 中途採用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 16 

⑴ 令和 6年度の中途採用 

⑵ 中途採用の結果（中途採用者の採用充足率、年齢層） 

8. 賃金改定状況（令和 7年 1月 1日から令和 7年 7月 1日までの期間）・・・・・18 

⑴ 賃金改定実施状況 

⑵ 業種別の賃金引上げ状況 

⑶ 平均所定内賃金・昇給額・昇給率 

⑷ 賃金改定の内容 

⑸ 賃金改定の決定要素 

9.  労働組合について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・20 

10.  労使コミュニケーションについて・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・21 

 

Ⅴ 令和 7年度中小企業労働事情実態調査票・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 22  



- 3 - 

 

Ⅰ 調査実施の要領 

 

1. 調査の目的 

この調査は、鹿児島県内の中小企業における賃金・労働時間・雇用等の実態を的確に把

握し、適切な中小企業労働対策を樹立、並びに時宜を得た雇用・労働支援方針の策定に資

することを目的に実施した。 

 

 

2. 調査の時点 

令和 7年 7月 1日 

 

 

3. 調査の対象 

本会に加入する組合の組合員のうち、従業員数 300 人以下（卸売業、サービス業は 100

人以下、小売業は 50人以下）の中小企業を対象とした。 

 

 

4. 調査の実施方法 

本会の会員組合を通じて、業種別に 800 事業所を対象として調査票を配布し、回収した

ものを全国中小企業団体中央会で集計した。 

なお、調査票は全国中小企業団体中央会が作成した統一様式を使用した。 

 

 

5. 調査の内容 

・ 経営状況、主要事業の今後の方針、経営上の障害、経営上の強み、生産性向上の取

組み 

・ 原材料費、人件費（賃金等）アップ等に対する販売価格への転嫁状況 

・ 週所定労働時間、月平均残業時間 

・ 年次有給休暇の付与・取得状況、同一労働同一賃金への対応状況 

・ 従業員の採用状況（新規学卒者採用・中途採用） 

・ 賃金改定の状況 

・ 労働組合の有無 

・ 労使コミュニケーションの機会 

 

6. 回答状況 

有効回答数は 400事業所（回答率 50.0％、製造業100事業所、非製造業 300事業所）であっ

た。 

なお、回答事業所のうち 95.0％（380事業所）が従業員 100人未満である。 

 

 

・統計表あるいはグラフ中には、集計母数が極めて少ないものがある。 

・設問項目毎に「非該当」、「無回答」を除いて集計しているため、各項目の有効回答数に差が生じ

ている。 

・構成百分率の計算は、小数点第２位以下を四捨五入しており、数値の合計が 100％にならない場

合がある。 
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Ⅱ 回答事業所の概要 

 

1. 回答事業所数  

 

鹿児島県内の中小企業 800 事業所に対して調査を依頼し、有効回答数は 400 事業所（回

答率 50.0％、製造業 100事業所、非製造業 300事業所）であった。 

なお、全国の有効回答数は 15,371事業所（回答率 38.6％）であった。 

業種別では「建設業」140 件が最も多く、「サービス業」67 件、「小売業」46 件が続いた。 

また、規模別では、「10～29 人」150 件が最も多く、次いで「30～99 人」100 件、「5～9

人」67件となり、全国と比較して、規模別の割合に大きな差はなかった。<表 1> 

 

<表 1> 回答事業所の概要（件、％） 

 
 

事業所数

（件） 1～4人 5～9人 10～29人 30～99人 100～300人

15,371 2,486 2,808 5,302 3,719 1,056

(100.0%) (16.2%) (18.3%) (34.5%) (24.2%) (6.9%)

400 63 67 150 100 20

(100.0%) (15.8%) (16.8%) (37.5%) (25.0%) (5.0%)

100 11 11 45 29 4

(100.0%) (11.0%) (11.0%) (45.0%) (29.0%) (4.0%)

食料品製造 33 3 15 11 4

繊維・同製品 7 3 1 3

木材・木製品 13 6 2 2 3

印刷・同関連 6 3 3

窯業・土石製品 20 2 2 10 6

化学工業 1 1

金属・同製品 9 1 6 2

機械器具 7 1 3 3

その他の製造業 4 1 2 1

300 52 56 105 71 16

(100.0%) (17.3%) (18.7%) (35.0%) (23.7%) (5.3%)

情報通信業 5 2 2 1

運輸業 15 6 6 3

建設業 140 23 31 57 23 6

卸売業 27 4 5 7 9 2

小売業 46 15 6 15 7 3

サービス業 67 10 12 20 24 1

従業員構成（件）

　全国

　鹿児島県

　非製造業

　製造業
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2. 従業員の雇用形態 

 

従業員の雇用形態構成比は、「正社員」が 76.0％で昨年度から 0.9 ポイント、「パートタ

イマー」が 16.5％で昨年度から 0.3ポイント増加した。一方、「派遣」が 0.6％で昨年度か

ら 0.1ポイント、「嘱託・契約社員」が 5.3％で昨年度から 1.2ポイント減少した。 

製造業・非製造業別では非製造業の「正社員」が 78.2％で、製造業(69.9％)より 8.3 ポ

イント高かった。 

男女別では男性の「正社員」が 83.3％で昨年度から 1.5 ポイント減少し、女性の「正社

員」が 57.6％で昨年度から 5.4ポイント増加した。なお、男女差は 25.7ポイントで、その

差は昨年度より 6.9ポイント小さくなっている。<表 2> 

「男性・常用労働者数」の全国平均は昨年同様 21.9人で、「女性・常用労働者数」の平均

は 9.6 人で昨年度より 0.1 人減少した。本県では「男性」、「女性」いずれも昨年度より微

増となった。<図 1><図 2> 

 

<表 2> 従業員の雇用形態構成比（％） 

 

<図 1> 男性・常用労働者数の増減（平均・人）  <図 2> 女性・常用労働者数の増減（平均・人） 

 

※「常用労働者」は、直接雇用する従業員のうち①期間を決めずに雇われている者又は 1 ヵ月を超える期間を決めて雇われ

る者、②日々又は 1ヵ月以内の期限に限って雇われている者のうち、5月、6月にそれぞれ 18日以上雇われた者、③事業主

の家族で働いている者のうち、常時勤務して毎月給与が支払われている者とする。 

 

　全国 75.2 (74.6) 14.2 (15.0) 2.5 (2.4) 6.1 (6.1) 2.0 (2.0)

男性 83.5 (83.4) 6.3 (6.4) 1.9 (1.8) 6.7 (6.5) 1.7 (1.8)

女性 57.3 (55.5) 31.6 (33.5) 3.6 (3.5) 4.8 (5.1) 2.6 (2.4)

製造業 75.4 (74.7) 12.9 (13.5) 3.5 (3.5) 6.2 (6.2) 2.0 (2.1)

男性 83.6 (83.5) 5.2 (5.2) 2.8 (2.8) 6.7 (6.5) 1.7 (2.0)

女性 59.2 (57.6) 28.1 (29.6) 4.8 (4.8) 5.2 (5.5) 2.7 (2.4)

非製造業 75.1 (74.5) 15.7 (16.5) 1.3 (1.2) 6.0 (6.0) 1.9 (1.9)

男性 83.3 (83.4) 7.4 (7.6) 1.0 (0.9) 6.6 (6.6) 1.6 (1.6)

女性 55.0 (52.8) 36.0 (38.4) 2.1 (1.8) 4.4 (4.5) 2.5 (2.4)

　鹿児島県 76.0 (75.1) 16.5 (16.2) 0.6 (0.7) 5.3 (6.5) 1.6 (1.6)

男性 83.3 (84.8) 8.8 (7.2) 0.4 (0.6) 5.8 (6.3) 1.7 (1.2)

女性 57.6 (52.2) 36.0 (37.3) 1.0 (1.1) 4.2 (6.8) 1.3 (2.5)

製造業 69.9 (67.4) 19.9 (19.1) 1.2 (1.5) 6.4 (9.6) 2.6 (2.3)

男性 80.2 (81.0) 7.9 (7.0) 1.3 (1.3) 7.7 (8.9) 3.0 (1.8)

女性 53.5 (48.2) 39.0 (36.4) 1.0 (1.8) 4.4 (10.6) 2.1 (3.0)

非製造業 78.2 (78.1) 15.3 (15.0) 0.4 (0.4) 4.9 (5.2) 1.2 (1.3)

男性 84.1 (86.0) 9.1 (7.2) 0.2 (0.3) 5.2 (5.5) 1.4 (1.0)

女性 59.9 (54.8) 34.3 (37.9) 0.9 (0.7) 4.0 (4.5) 0.9 (2.1)

正社員 派遣 嘱託・契約社員 その他

（％） （％） （％） （％）

パートタイマー

（％）
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Ⅲ 調査結果の要約 

 

1. 経営状況（P8～11） 

➢ 昨年度と比較した現在の経営状況は、依然として経営状況が「悪い」と回答した事業

所が、「良い」と回答した事業所を上回っている。 

➢ 主要事業の今後の方針として、経営状況「良い」は『強化拡大』が 43.8％、「変わら

ない」と回答した事業所の 7割以上が『現状維持』と回答した。 

➢ 経営上の障害は、『人材不足（質の不足）』が昨年度に引き続きトップ。昨年度から最

も増加したものは『人件費の増大』だった。 

➢ 経営上の強みは、『技術力・製品開発力』が最も多かった。次いで『組織の機動力・柔

軟性』、『顧客への納品・サービスの速さ』だった。 

➢ 過去３年間に労働生産性を高めようとして行った取組みは、『仕事内容・進め方の見直

し』が 45.3％と最も多く、全国平均を 5.1ポイント上回った。 

 

2. 原材料費、人件費（賃金等）アップ等に対する販売価格への転嫁状況（P11～12） 

➢ 原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況は、『価格引上げ(転

嫁)を実現した』、『価格引上げの交渉中』、『これから価格引上げの交渉を行う』の

合計が約 70％を占めた。 

➢ 価格転嫁内容は、『原材料分の転嫁を行った（行う予定）』が 70.2％で最も多く、全

国でも同様の傾向がみられた。 

➢ 価格転嫁率は、『増減率 10％未満』が 43.5％で最も多く、30％未満の回答が 7 割以上

を占めた。 

 

3. 従業員（パートタイマーなど短時間労働者を除く）の労働時間（P13） 

➢ 週所定労働時間は、40時間以下の事業所が約 9割を占めた。 

➢ 従業員 1 人当たりの月平均残業時間は、20 時間未満が 8 割以上を占め、全国を上回っ

た。 

 

4. 従業員 1人当たりの年次有給休暇の平均付与日数・平均取得日数・取得率（P14） 

➢ 平均付与日数 15.8日、取得日数 9.7日で、取得率は 61.4％となり、取得率は昨年度か

ら減少した。 

 

5. 同一労働同一賃金への対応（P14） 

➢ 『対象となる従業員はいない』が 35.2％と最も多く、次いで『賞与の支給』

（30.5％）、『定期昇給の実施』（23.4％）となった。 

 

6. 新規学卒者の採用（P15～16） 

➢ 採用を計画した割合は約 25.5％だったが、『実際に採用した』のは 11.4％で全国を下
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回った。 

➢ 採用予定事業所数が最も多い『大学卒：技術系』で 41.9％となるなど、採用に苦戦し

ている。 

➢ 新規学卒者の平均初任給は、『大学卒：事務系』が 207,152 円で最も高く、次いで

『大学卒：技術系』、『専門学校卒：技術系』となった。 

 

7. 中途採用（P16～17） 

➢ 約 6 割の県内事業者所が中途採用の募集を行い、その内約 7 割以上が採用に至ってい

る。 

➢ 中途採用者の充足率は 75.0％、平均採用人数は 3.09人で、従業員規模が大きくなるほ

ど高かった。 

➢ 中途採用者の年齢層、中途採用の際に最も重視した項目は、35 歳以上が約 6 割を占め

ており、経験豊富な人物の採用を重視している。 

 

8. 賃金改定状況（P18～20） 

➢ 賃金改定状況は、全ての経営状況（「良い」、「変わらない」、「悪い」）で賃金を

引上げる傾向がみられた。 

➢ 業種別の賃金引上げ状況は、有効な回答数が得られた 11業種中 9 業種で賃金を『引上

げた』、『7月以降引上げる予定』と回答した事業所の割合が昨年度より減少した。 

➢ 昇給額は 10,743円と昨年度より増加したが、昇給率は 4.01％と減少した。 

➢ 賃金改定の内容は、『定期昇給』が最も多く、『基本給の引上げ（定期昇給制度のな

い事業所）』、『諸手当の改定』が続いた。 

➢ 賃金改定の決定要素は、『労働力の確保・定着』が 69.5％で最も多かった。 

 

9. 労働組合（P20） 

➢ 労働組合の有無について、『ある』と回答したのが、4.3％、『ない』と回答したのが

95.8%とほぼ全国水準であった。 

 

10. 労使コミュニケーションの機会（P21） 

➢ 労使の意見を収集し協議を行う機会や場について、『特に設けていない』が 73.0％と

なった。 
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Ⅳ 調査結果の概要 

 

1. 経営状況  

⑴ 現在の経営状況（昨年度と比較） 

依然として経営状況が「悪い」と回答した事業所が、「良い」と回答した事業所を上

回っている。 

『良い』と回答した事業所は 16.1％

で、昨年度より 2.6 ポイント増加し

た。また『変わらない』と回答した

事業所は 55.7％で、昨年度より 1.1

ポイント増加した。 

一方、『悪い』と回答した事業所は

28.2％で昨年度より 3.7 ポイント減

少した。なお、『良い』と『悪い』の

差は昨年度 18.4%に対し、令和 7年度

は 12.1％まで差が小さくなってい

る。<図 3> 

 

 

 

 

従業員の規模別でみると『良い』は

「 30～ 99 人」の事業所が最も高い

22.0％で、『悪い』は「1～4人」の事業

所が最も高く 37.7％であった。 

製造業・非製造業別でみると、製造

業は『良い』が13.0％で昨年度より1.2

ポイント減少し、『悪い』も32.0％で昨

年度より 3.8 ポイント減少した。非製

造業は『良い』が 17.2％で昨年度より

3.9 ポイント増加し、『悪い』が 26.9％

で昨年度より 3.5％減少している。 

全国では『良い』が 17.2％で昨年度

より 0.5 ポイント減少し、『悪い』も

30.6％で昨年度より 1.6 ポイント減少

した。<表 3>  

 

 

<図 3> 経営状況の推移（％） 

<表 3> 現在の経営状況 （％） 

※()内は昨年のデータ

良い 変わらない 悪い

17.2 52.3 30.6

(17.7) (50.1) (32.2)

16.1 55.7 28.2

(13.5) (54.6) (31.9)

14.8 47.5 37.7

(9.5) (54.0) (36.5)

14.9 55.2 29.9

(17.0) (52.3) (30.7)

14.1 59.7 26.2

(11.4) (55.7) (32.9)

22.0 53.0 25.0

(16.0) (52.1) (31.9)

10.0 65.0 25.0

(16.7) (66.7) (16.7)

13.0 55.0 32.0

(14.2) (50.0) (35.8)

17.2 55.9 26.9

(13.3) (56.3) (30.4)

全国

鹿児島県

1～4人

100～300人

製造業

非製造業

5～9人

10～29人

30～99人
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個別の業種別にみると、製造業で『良い』と回答した業種は、「窯業・土石」が 20.0％

で最も多く、次いで「食料品」が 18.2％となった。非製造業では、「サービス業」が

19.7％で最も多く、次いで「建設業」が 17.9％となった。 

一方、製造業で『悪い』と回答した業種は「繊維工業」が 57.1％で最も多く、次いで

「食料品」、「金属、同製品」が同率で 33.3％となった。非製造業では、「小売業」が

50.0％で最も多く、次いで「卸売業」が 37.0％となった。<図 4><図 5>  

 

 

 

 

 

⑵ 主要事業の今後の方針 

経営状況「良い」は『強化拡大』が 43.8％、「変わらない」と回答した事業所の 7 割

以上が『現状維持』と回答した。 

 

経営状況「良い」のうち、今後事業を『強化拡大』と回答した事業所は 43.8％で昨年

度より3.7ポイント減少した。全国では、昨年度より0.4ポイント減少し、53.8％となっ

ている。なお、『現状維持』と回答した事業者は 54.7％で昨年度より 5.5 ポイント増加

している。 

一方、経営状況「変わらない」では『現状維持』との回答が 7割以上を占めた。 

全ての経営状況について、『強化拡大』の回答割合が全国を下回っており、本県は主

要事業の今後の方針について、引き続き慎重な姿勢がうかがえる。<表 4> 
 

<表 4> 主要事業の今後の方針（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「印刷・同関連」「化学工業」「機械器具」「その他製造業」「情報通信業」は母数が 10未満のため集計対象外。 

 

<図 5> 現在の経営状況［非製造業］（％） 

 

<図 4> 現在の経営状況［製造業］（％） 

 

（）内は昨年のデータ

経営の 強化拡大 現状維持 縮小 廃止 その他

状況 （％） （％） （％） （％） （％）

53.8 44.1 1.3 0.3 0.5
(54.2) (44.2) (1.1) (0.1) (0.4)
43.8 54.7 0.0 0.0 1.6

(47.5) (49.2) (0.0) (1.7) (1.7)
27.7 69.0 2.5 0.6 0.2

(28.0) (68.6) (2.6) (0.5) (0.3)
19.5 77.7 2.3 0.5 0.0

(22.4) (73.4) (3.4) (0.4) (0.4)
24.8 61.8 10.7 2.0 0.8

(27.2) (61.2) (9.4) (1.5) (0.7)
20.7 64.0 13.5 1.8 0.0

(19.5) (70.7) (7.5) (0.8) (1.5)

良い
　全国

　鹿児島県

変わらない
　全国

　鹿児島県

悪い
　全国

　鹿児島県
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⑶ 経営上の障害 

『人材不足（質の不足）』が昨年度に引き続きトップ。昨年度から最も増加したもの

は『人件費の増大』だった。 

 

『人材不足（質の不足）』が

53.8％で昨年度から 0.6 ポイ

ント減少したものの、引き続き

最も大きな障害として挙げられ

た。 

昨年度と比較して最も増加し

たのが『人件費の増大』で3.3ポ

イント増加の 33.8％、最も減少

したのが『納期・単価等の取引

条件の厳しさ』で3.8ポイント減

少の 4.5％であった。 

なお、全国でも『人材不足

（質の不足）』が 51.2％で最も多

く、次いで『光熱費・原材料・

仕入品の高騰』が 50.3％であっ

た。<図 6> 

 

⑷ 経営上の強み 

『技術力・製品開発力』が最も多かった。次いで『組織の機動力・柔軟性』、『顧客へ

の納品・サービスの速さ』だった。 

 

昨年度同様『技術力・製品開

発力』が最も多い 28.2％、次い

で『組織の機動力・柔軟性』が

27.4％と強みとして挙げられた

がともに昨年度から大きく減少

している。 

一方、最も増加したのが『営

業力・マーケティング力』の

14.2％で、昨年度と比較して 2.8

ポイント増加した。 

なお、全国では、『顧客への納

品・サービスの速さ』が 27.5％

で最も多く、次いで『製品の品

質・精度の高さ』が 27.4%であっ

た。<図 7>  

<図 6> 経営上の障害 [3項目以内、複数回答可]（％） 

<図 7> 経営上の強み [3項目以内、複数回答可]（％） 
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⑸ 過去３年間に労働生産性を高めようとして行った取組み 

『仕事内容・進め方の見直し』が 45.3％と最も多く、全国平均を 5.1 ポイント上回っ

た。 

 

過去３年間に労働生産性を高めようと

して行った取組みは、『仕事内容・進め

方の見直し』が 45.3％と最も多く、全国

平均（40.2％）を 5.1 ポイント上回っ

た。次いで『長時間労働の解消（残業の

削減等）』が 30.9％、「教育訓練・能力開

発」が 27.6％となった。 

一方、『仕事に求める成果の明確化』

（9.2％）や『グローバル化』（2.0％）、

『権限委譲・裁量権の拡大』（3.6％）は

10％未満にとどまった。<図 8> 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 原材料費、人件費（賃金等）アップ等に対する販売価格への転嫁状況 

⑴ 販売・受注価格への転嫁状況 

『価格引上げ(転嫁)を実現した』、『価格引上げの交渉中』、『これから価格引上げの

交渉を行う』の合計が約 70％を占めた。 

 

1年前と比較して『価格引上げ(転嫁)を実現した』が 43.6％、『価格引上げの交渉中』

が 14.8％、『これから価格引上げの交渉を行う』が 12.5％で、7 割以上の事業所が価格

引上げを推進しており、昨年度に比べて価格引き上げが進んでいることがうかがえる。 

なお、全国では『価格引上げ(転嫁)を実現した』が 51.2％で半数以上を占め、本県を

7.6ポイント上回った。<図 9> 

 

 

 

 

 

<図 9> 販売・受注価格への転嫁状況（％） 

 

<図 8>過去 3 年間に労働生産性を高めようとして行った

取組み （％）[複数回答可] 
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⑵ 原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁の内容 

『原材料分の転嫁を行った（行う予定）』が 70.2％で最も多く、全国でも同様の傾向が  

みられた。 

 

『原材料分の転嫁を行った（行う予定）』が 70.2％で最も多く、次いで『人件費引上

げ分の転嫁を行った(行う予定)』が 61.7％、『利益確保分の転嫁を行った(行う予定)』

が 24.5％であった。 

なお、全国でも同様の傾向が見られ、『原材料分の転嫁を行った(行う予定)』が

68.7％で最も多い結果となった。<図 10> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 価格転嫁率 

『10％未満』が 43.5％で最も多く、30％未満の回答が 7割以上を占めた。 

 

価格転嫁率は、『10％未満』が 43.5％で最も多く、次いで『10～30％未満』が 33.1％

で、30％未満の回答（76.6％）が 7割以上を占めた。 

なお、30％以上の回答（23.3％）は全国（31.3％）を 8.0ポイント下回った。<図 11> 

 

価格転嫁率：1年前(令和 6 年 7 月 1日時点)の商品・サービスのコストと比較して、現在(令和 7 年 7 月 1

日時点)上昇したコスト分の何パーセントを販売価格へ転嫁することができたのかの割合 

 

 

 

 

 

※ 『価格引上げ(転嫁)を実現した』『価格引上げの交渉中』『これから価格引上げの交渉を行う』と答えた事業所のみ集計対象。 

 

<図 10> 原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁の内容 [複数回答可]（％） 

※『価格引上げ(転嫁)を実現した』と答えた事業所のみ集計対象。 

 

<図 11> 価格転嫁率（％） 
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3. 従業員（パートタイマーなど短時間労働者を除く）の労働時間 

⑴ 週所定労働時間 

40時間以下の事業所が約 9割を占めた。 

 

最も多かったのは『40時間』で 46.8％、次いで『38時間超 40時間未満』が 25.3％、

『38時間以下』が 17.7％で、週所定労働時間 40時間以下の事業所は全体の 90.1％となっ

た。昨年度と比較すると、『38時間以下』が 1.4ポイント増加し、『40時間』は 0.2ポイ

ント減少している。 

本県では週 40 時間以内の所定労働時間を採用する事業所が全体の約 9 割となってお

り、適正な労働時間管理が定着していることがうかがえる。<図 12、表 5> 

 

 

 

 

 

 

⑵ 従業員 1人当たりの月平均残業時間 

20時間未満が 8割以上を占め、全国を上回った。 

 

従業員 1 人あたりの残業時間は

『10 時間未満』が 40.6％で最も多

く、次いで『なし』が 23.7％で

あった。『10～20時間未満』19.3％

を含めると 20時間未満が 83.6％と

なり、全国（81.1％）を 2.5 ポイ

ント上回った。<表 6> 

 

 

 

 

 

 

 

<表 5> 週所定労働時間（％） 

 

<図 12> 週所定労働時間（％） 

 
※（）内は昨年のデータ

38時間超 40時間超

40時間未満 44時間以下

20.1 24.5 46.4 8.3 0.7

(17.5) (26.1) (46.8) (8.7) (0.9)

17.7 25.3 46.8 9.9 0.3

(16.3) (27.4) (47.0) (9.0) (0.2)

19.0 19.0 43.1 17.2 1.7

(22.0) (18.6) (42.4) (16.9) (0.0)

22.4 20.9 41.8 14.9

(17.9) (27.4) (42.9) (11.9) (0.0)

15.3 29.3 50.0 5.3

(16.9) (33.1) (41.6) (7.8) (0.6)

20.0 25.0 45.0 10.0

(13.2) (23.1) (59.3) (4.4) (0.0)

5.0 30.0 60.0 5.0

(4.3) (26.1) (65.2) (4.3) (0.0)

19.0 29.0 51.0 1.0

(19.8) (21.6) (49.1) (9.5) (0.0)

17.3 24.1 45.4 12.9 0.3

(15.0) (29.6) (46.3) (8.8) (0.3)

全国

その他38時間以下 40時間

10～29人

鹿児島県

1～4人

製造業

非製造業

30～99人

100～300人

5～9人

<表 6> 月平均残業時間（％） 

 ※（）内は昨年のデータ

全国 鹿児島県 製造業 非製造業

24.4 23.7 22.4 24.1

(24.9) (25.8) (21.7) (27.3)

32.9 40.6 36.7 42.0

(30.9) (36.9) (40.8) (35.4)

23.8 19.3 23.5 17.8

(23.5) (20.9) (20.8) (20.9)

11.3 9.4 9.2 9.4

(12.4) (10.2) (10.0) (10.3)

7.0 6.0 7.1 5.6

(7.2) (5.6) (6.7) (5.1)

0.6 1.0 1.0 1.0

(1.0) (0.7) (0.0) (1.0)

20～30時間未満

30～50時間未満

50時間以上

なし

10時間未満

10～20時間未満
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4. 従業員 1人当たりの年次有給休暇の平均付与日数・平均取得日数・取得率  

付与日数 15.8日、取得日数 9.7日で、取得率は 61.4％となり、取得率は昨年度から減少

した。 

 

従業員 1 人当たりの年次有給休暇の平均付与日

数は、本県で 15.8 日となった。規模別でみると

『5～9 人』が 16.3 日で最も多く、『1～4 人』が

13.0日で最も少なかった。 

製造業・非製造業別でみると製造業(16.1 日)

が非製造業(15.7日)を 0.4日上回っている。 

平均取得日数は、本県で 9.7 日となり、昨年度

(10.0 日)から 0.3 日減少した。規模別でみると

『10～29 人』が 10.0 日で最も多く、『100～300

人』が 8.9日で最も少ない。 

取得率は全体で 61.4％となり、昨年度より 1.9

ポイント減少している。<表 7> 

 

 

 

 

 

5. 同一労働同一賃金への対応 

 『対象となる従業員はいない』が 35.2％と最も多く、次いで『賞与の支給』（30.5％）、

『定期昇給の実施』（23.4％）となった。 

 

同一労働同一賃金への対応は、『対象となる従業員はいない』が 35.2％と最も多く、次い

で『賞与の支給』（30.5％）、『定期昇給の実施』（23.4％）となった。一方で、『専門家（支

援機関）への相談』（0.5％）、『特に考えていない』（3.1％）や『福利厚生施設の利用』

（4.9％）は比較的低い割合にとどまった。 

『特に考えていない』、『専門家（支援機関）への相談』が極めて低く、必要に応じて独自

に対応していることがうかがえる。<表 8> 

 

<表 7> 年次有給休暇の付与日数・取得状況 

 ※（）内は昨年のデータ

平均付与日数 平均取得日数 取得率

（日） （日） （％）

16.4 10.0 61.0%

(16.2) (9.9) (61.1%)

15.8 9.7 61.4%

(15.8) (10.0) (63.3%)

13.0 9.4 72.3%

(14.9) (9.9) (66.4%)

16.3 9.5 58.3%

(15.8) (9.1) (57.6%)

16.2 10.0 61.7%

(15.6) (10.2) (65.4%)

16.2 9.8 60.5%

(16.6) (10.6) (63.9%)

15.1 8.9 58.9%

(15.7) (9.5) (60.5%)

16.1 10.4 64.6%

(16.8) (10.9) (64.9%)

15.7 9.5 60.5%

(15.4) (9.6) (62.3%)

製造業

非製造業

5～9人

10～29人

30～99人

全国

鹿児島県

1～4人

100～300人

〈表 8〉同一労働同一賃金への対応[複数回答可]（％）

（％）（％） 

全国 25.1 20.6 26.6 7.9 8.7 5.2 23.6 8.8 7.7 1.6 6.1 11.7 32.7 1.2

鹿児島県 23.4 23.2 30.5 10.9 10.4 5.7 22.9 4.9 8.1 0.5 3.1 11.7 35.2 1.0

1～4人 15.5 13.8 27.6 20.7 6.9 3.4 12.1 1.7 8.6 0.0 6.9 10.3 50.0 0.0

5～9人 20.6 22.2 33.3 14.3 6.3 6.3 15.9 3.2 4.8 0.0 1.6 7.9 41.3 0.0

10～29人 20.8 23.6 31.3 9.0 10.4 5.6 25.7 5.6 8.3 0.7 4.9 6.9 36.8 1.4

30～99人 29.3 26.3 29.3 8.1 14.1 6.1 31.3 7.1 9.1 1.0 0.0 17.2 27.3 1.0

100～300人 45.0 35.0 30.0 0.0 15.0 10.0 15.0 5.0 10.0 0.0 0.0 35.0 0.0 5.0

製造業 36.7 18.4 35.7 6.1 10.2 4.1 29.6 4.1 8.2 0.0 3.1 14.3 23.5 0.0

非製造業 18.9 24.8 28.7 12.6 10.5 6.3 20.6 5.2 8.0 0.7 3.1 10.8 39.2 1.4

そ
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6. 新規学卒者の採用  

⑴ 令和 7年 3月新規学卒者の採用計画 

採用を計画した割合は約 25.5％だったが、『実際に採用した』のは 11.4％で全国を下

回った。 

 

新規学卒者の採用計画は、『採用計画をし、実

際に採用した』が 11.4％、『採用計画をしたが採

用しなかった』が 14.1％で、採用計画を立て採

用に至った事業所は半数以下だった。 

また、従業員規模が大きくなるほど採用計画

を行った割合が増加している。 

本県の採用を計画した割合（25.5％）は、全

国（27.3％）を 1.8 ポイント下回った。また、

『実際に採用した』のは 11.4％で全国（14.1％）

を 2.7ポイント下回る結果となった。<表 9> 

 

⑵ 新規学卒者の採用結果 

① 新規学卒者の採用充足率 

採用予定事業所数が最も多い『大学卒：技術系』で 41.9％となるなど、採用に苦戦

している。 

 

令和 7 年 3 月新規学卒者の採用結果について、技術系と事務系を比較すると、総じ

て技術系の採用予定事業所数が多かった。 

採用充足率においては、技術系が全体的に事務系を下回る結果となった。特に『大

学卒』は 41.9％と最も高いものの、『高校卒』23.9％、『専門学校卒』20.0％、『短大

卒（含高専）』4.3％といずれも半数に満たず、採用に苦戦しているようにみられる。

<表 10> 

 

<表 10> 新規学卒者の採用充足率 

※ 母数（事業所数）が少ない（5未満）項目については参考値（網掛け部分）。 

※ 充足率は実際に採用された人数を採用予定人数で除した数値で、100％に近いほど採用計画が予定通り進められたことがわかる。 

（技術系）

採用予定

事業所数

（件）

充足率

（％）

平均採用人

数

（人）

採用予定

事業所数

（件）

充足率

（％）

平均採用人

数

（人）

採用予定

事業所数

（件）

充足率

（％）

平均採用数

（人）

採用予定

事業所数

（件）

充足率

（％）

平均採用人

数

（人）

全国 2699 30.6 0.71 958 33.1 0.58 539 16.3 0.26 1241 33.5 0.67

鹿児島県 85 23.9 0.61 21 20.0 0.38 13 4.3 0.08 29 41.9 0.90

1～4人 1 0.0 0.00 0 0.0 0.00 0 0.0 0.00 0 0.0 0.00

5～9人 6 11.1 0.17 4 16.7 0.25 3 0.0 0.00 3 25.0 0.33

10～29人 30 1.6 0.03 0 0.0 0.00 5 0.0 0.00 8 8.3 0.13

30～99人 35 23.6 0.60 5 16.7 0.60 4 14.3 0.25 12 39.3 0.92

100～300人 13 52.7 2.23 4 60.0 0.75 1 0.0 0.00 6 72.2 2.17

製造業 19 29.5 0.68 1 0.0 0.00 1 100.0 1.00 5 66.7 1.60

非製造業 66 22.4 0.59 20 20.5 0.40 12 0.0 0.00 24 36.0 0.75

（事務系）

採用予定

事業所数

（件）

充足率

（％）

平均採用人

数

（人）

採用予定

事業所数

（件）

充足率

（％）

平均採用人

数

（人）

採用予定

事業所数

（件）

充足率

（％）

平均採用人

数

（人）

採用予定

事業所数

（件）

充足率

（％）

平均採用人

数

（人）

全国 617 46.9 0.93 205 48.3 0.78 160 31.7 0.49 680 54.8 1.14

鹿児島県 14 56.5 0.93 2 100.0 1.00 6 37.5 0.50 8 73.3 1.38

1～4人 0 0.0 0.00 0 0.0 0.00 0 0.0 0.00 0 0.0 0.00

5～9人 0 0.0 0.00 0 0.0 0.00 1 0.0 0.00 0 0.0 0.00

10～29人 3 33.3 0.33 0 0.0 0.00 1 100.0 1.00 0 0.0 0.00

30～99人 7 62.5 0.71 1 100.0 1.00 2 50.0 0.50 2 50.0 0.50

100～300人 4 58.3 1.75 1 100.0 1.00 2 33.3 0.50 6 76.9 1.67

製造業 5 80.0 0.80 1 100.0 1.00 2 100.0 1.00 3 83.3 1.67

非製造業 9 50.0 1.00 1 100.0 1.00 4 16.7 0.25 5 66.7 1.20

高校卒 専門学校卒 短大卒（含高専） 大学卒

高校卒 専門学校卒 短大卒（含高専） 大学卒

全国 14.1 13.2 72.7

鹿児島県 11.4 14.1 74.5

1～4人 0.0 3.3 96.7

5～9人 3.0 9.0 88.1

10～29人 2.7 19.3 78.0

30～99人 28.3 13.1 58.6

100～300人 55.0 30.0 15.0

製造業 15.2 8.1 76.8

非製造業 10.1 16.2 73.7

採用計画を

し、実際に

採用した

採用計画を

したが採用

しなかった

採用計画を

行わなかった

<表 9> 令和 7年度新規学卒者の採用（％）
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② 新規学卒者の平均初任給 

『大学卒：事務系』が 207,152円で最も高く、次いで『大学卒：技術系』、『専門学校

卒：技術系』となった。 

 

令和 7年 3月新規学卒者の初任給は、『大学卒：事務系』が 207,152円で最も高く、

次いで『大学卒：技術系』の 206,462円、『専門学校卒：技術系』の 205,010円となっ

ている。 

また、全国の平均初任給と比較して、最も開きがあったのは『専門学校卒：事務系』

で、本県が 43,789円下回った。 

なお、『専門学校卒：技術系』以外、すべての項目で全国の平均初任給を下回って

いる。<表 11> 

 

6. 中途採用 

⑴ 令和 6年度の中途採用 

約 6割の県内事業者所が中途採用の募集を行い、その内約 7割以上が採用に至ってい 

る。 

 

令和 6 年度の中途採用は、『採用募集を

し、実際に採用した』が 49.9％、『採用募集

をしたが、採用しなかった』が 14.4％で、6

割以上の事業所で中途採用の募集が行われ

た。 

全国比では、本県の採用募集をした割合

（64.3％）が全国（60.7％）を 3.6ポイント上

回る結果となった。<表 12> 

  

※母数（事業所数）が少ない（5未満）項目については参考値（網掛け部分）。 

<表 12> 令和 6年度の中途採用計画（％） 

 

 

<表 11> 新規学卒者の初任給 

全国 48.6 12.1 39.2

鹿児島県 49.9 14.4 35.8

1～4人 4.9 9.8 85.2

5～9人 30.3 30.3 39.4

10～29人 42.2 8.9 48.9

30～99人 79.3 6.9 13.8

100～300人 100.0 0.0 0.0

製造業 50.5 8.1 41.4

非製造業 49.7 16.4 33.9

採用募集を

し、実際に

採用した

採用募集を

したが採用

しなかった

採用募集を

行わなかった

（技術系）

対象者数

（人）

平均初任給

（円）

格差

（％）

対象者数

（人）

平均初任給

（円）

格差

（％）

対象者数

（人）

平均初任給

（円）

格差

（％）

対象者数

（人）

平均初任給

（円）

格差

（％）

全国 1,067 189,520 100.0 338 201,527 100.0 101 202,104 100.0 443 220,956 100.0

鹿児島県 26 185,853 98.1 6 205,010 101.7 1 188,000 93.0 13 206,462 93.4

1～4人 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0

5～9人 1 204,929 104.8 1 210,674 103.0 0 0 0.0 1 220,000 99.4

10～29人 1 216,932 113.0 1 236,387 117.2 0 0 0.0 1 180,000 84.2

30～99人 16 186,044 97.8 2 189,000 93.7 1 188,000 94.7 5 213,600 96.3

100～300人 8 179,200 96.0 2 202,500 100.2 0 0 0.0 6 202,667 91.2

製造業 8 176,250 95.2 0 0 0.0 1 188,000 93.6 5 201,200 93.0

非製造業 18 190,120 97.5 6 205,010 99.5 0 0 0.0 8 209,750 93.0

（事務系）

対象者数

（人）

平均初任給

（円）

格差

（％）

対象者数

（人）

平均初任給

（円）

格差

（％）

対象者数

（人）

平均初任給

（円）

格差

（％）

対象者数

（人）

平均初任給

（円）

格差

（％）

全国 307 184,149 100.0 104 197,489 100.0 59 197,876 100.0 385 217,945 100.0

鹿児島県 5 180,820 98.2 2 153,700 77.8 3 182,833 92.4 6 207,152 95.0

1～4人 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0

5～9人 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0

10～29人 1 195,000 104.4 0 0 0.0 1 195,000 95.2 0 0 0.0

30～99人 3 174,833 95.0 1 173,000 85.7 1 178,000 90.2 1 240,000 109.3

100～300人 1 184,600 100.6 1 134,400 68.3 1 175,500 88.9 5 200,582 92.5

製造業 3 184,833 101.7 1 173,000 88.0 2 185,250 94.9 2 201,000 92.2

非製造業 2 174,800 93.8 1 134,400 67.8 1 178,000 88.6 4 210,228 96.4

高校卒 専門学校卒 短大卒（含高専） 大学卒

高校卒 専門学校卒 短大卒（含高専） 大学卒
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⑵ 中途採用の結果 

① 中途採用者の採用充足率 

充足率は 75.0％、平均採用人数は 3.09 人で、従業員規模が大きくなるほど高かっ

た。 

 

令和 6 年度の中途採用者の『充足率』は 75.0％、『平均採用人数』は 3.09 人で、従

業員規模が大きくなるほど高かった。 

全国比では、『充足率』が 2.8ポイント下回り、『平均採用人数』が 0.17人上回る結

果となった。 

平均採用人数が本県で高い一方、充足率が低いことから、企業の採用意欲は高いも

のの、実際には希望する人材を十分に確保できていない状況がうかがえる。<表 13> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 中途採用者の年齢層、中途採用の際に最も重視した項目 

35歳以上が約 6割を占めており、経験豊富な人物の採用を重視している。 

 

中途採用した従業員の年齢層は、『25～34歳』が 27.5％で最も多く、『45～55歳』の

20.7％、『35～44歳』の 20.1％が続いた。 

また、中途採用の際に最も重視した項目は、『経験を活かし即戦力になる』が

44.0％と最も高く、次いで『職場への適応力がある』が 37.8％となった。<図 13、図

14> 

 

  

※充足率は採用実績人数を採用計画人数で除した数値で、数値が

100％に近いほど採用計画が予定通り進められたことがわかる。 

<表 13> 中途採用者の採用充足率 

採用募集した

事業所数

（件）

採用予定

人数

（人）

採用実績

人数

（人）

充足率

（％）

平均採用

人数

（人）

全国 8,971 33,692 26,202 77.8 2.92

鹿児島県 245 1,010 757 75.0 3.09

1～4人 7 9 3 33.3 0.43

5～9人 37 57 26 45.6 0.70

10～29人 96 281 165 58.7 1.72

30～99人 87 434 365 84.1 4.20

100～300人 18 229 198 86.5 11.00

製造業 56 226 182 80.5 3.25

非製造業 189 784 575 73.3 3.04

<図 13> 中途採用者の年齢層（％） <図 14> 中途採用の際に最も重視した項目（％） 
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8. 賃金改定状況（令和 7年 1月 1日から令和 7年 7月 1日までの期間） 

⑴ 賃金改定実施状況 

全ての経営状況（「良い」、「変わらない」、「悪い」）で賃金を引上げる傾向がみられた。 

 

経営状況別でみると、

『良い』と回答した事業所

のうち『引上げた』が

63.5％、『7月以降引上げる

予定』が 17.5％で、合計が

81.0％となった。 

一方、『悪い』と回答し

た事業所のうち『引き上げ

た』が全国の 48.4％に対し

て、本県が 36.7％と大きく

下回った。<表 14> 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 業種別の賃金引上げ状況 

有効な回答数が得られた 11 業種中 9 業種で賃金を『引上げた』、『7 月以降引上げる予

定』と回答した事業所の割合が昨年度より減少した。 

 

非製造業では一部業種（「卸売業」「職別工事業」）で増加がみられたものの、製造業

では有効回答３業種全てで減少しており、全体的に賃上げの動きが鈍化している様子が

うかがえる。<図 15><図 16> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<表 14> 賃金改定実施状況（％） 

※（）内は昨年のデータ

引上げた 引下げた

今年は実施

しない

(凍結)

7月以降引

上げる予定

7月以降引

下げる予定
未定

（％） （％） （％） （％） （％） （％）

63.4 0.2 4.6 18.3 0.4 13.1

(67.3) (0.1) (6.0) (15.8) (0.4) (10.4)

63.5 0.0 4.8 17.5 0.0 12.7

(62.7) (0.0) (13.6) (16.9) (0.0) (6.8)

58.0 0.2 6.3 13.8 0.7 21.0

(62.0) (0.3) (9.1) (12.3) (0.5) (15.8)

53.2 0.5 7.3 16.4 0.5 22.3

(62.0) (0.8) (4.2) (16.0) (0.4) (16.5)

48.4 0.5 11.4 12.8 0.6 26.3

(54.8) (0.6) (14.9) (11.1) (0.5) (18.2)

36.7 0.0 10.1 17.4 0.9 34.9

(50.0) (0.7) (12.3) (16.7) (1.4) (18.8)

変

わ

ら

な

い

　全国

　鹿児島県

経営

状況

良

い

　全国

　鹿児島県

悪

い

　全国

　鹿児島県

※ 「印刷・同関連」、「化学工業」、「金属、同製品」、「機械器具」、「その他の製品」、「情報通信業」は令和 7 年度・令和 6 年度の両

方で、「繊維工業」は令和 7年度で母数が 10未満のため参考数値。 

※  

<図 15> 製造業の賃金引上げ状況（％） 

（引き上げた・引き上げる予定のみ） 

<図 16> 非製造業の賃金引上げ状況（％） 



- 19 - 

 

⑶ 平均所定内賃金・昇給額・昇給率 

昇給額は 10,743円と昨年度より増加したが、昇給率は 4.01％と減少した。 

 

昇給額は 10,743 円で昨年度(10,244 円)と比べて 499 円増加したが、昇給率は 4.01％

と昨年度（4.17％）より 0.16ポイント減少した。 

また、全国の昇給額は 10,308 円で昨年度（9,800 円）より 508 円増加し、昇給率も

3.79％と昨年度（3.74％）より 0.05ポイント増加している。 

規模別では、『5～9 人』の昇給額が 12,962 円で最も高く、次いで『30～99 人』の

11,935円、『100～300人』の 9,925円であった。 

製造業・非製造業別では、製造業の昇給額が 8,988円で昨年度(8,080円)から 908円増

加し、非製造業は 11,220円で昨年度(11,072円)から 148円増加した。<表 15> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑷ 賃金改定の内容 

『定期昇給』が最も多く、『基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）』、『諸手当

の改定』が続いた。 

 

具体的な賃金改定の内容は、『定期昇給』

の回答が最も多く 58.1％、次いで『基本給

の引上げ（定期昇給制度のない事業所）』

（34.4％）、『諸手当の改定』（21.6％）、と

なった。 

昨年度と比較して『定期昇給』、『諸手当

の改定』、『臨時給与の引上げ（夏季・年末

賞与など）』の項目が増加しており、最も増

加したのは『定期昇給』だった。 

なお、『ベースアップ』（20.7％）は、全

国（29.9％）を 9.2 ポイント下回ったが、

その他の項目ではすべて上回っている。<図

17> 

 

 

 

 

※ 定期昇給とは、あらかじめ定められた企業の制度に従って行われる昇給のこと。一定の時期に毎年増額することをい

う。また、毎年時期を定めて行っている場合は、能力、業績評価に基づく査定昇給なども含む。 

※ ベースアップとは、賃金表の改定により賃金水準を引上げること。 

※ 賃金改定の質問において、「引上げた」、

「引下げた」、「今年度は実施しない」と

答えた企業のみ集計対象 

※ 平均所定内賃金（改訂前・改定後） 

＝（事業所毎の平均所定内賃金） 

×（事業所毎の対象者総数） 

÷（全事業所の対象者総和） 

※ 昇給率は、昇給額を改定前の平均所定内

賃金Ⓐで除した数値 

<表 15> 平均所定内賃金・昇給額・昇給率 

 

<図 17> 賃金改定の内容［複数回答可］（％） 
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⑸ 賃金改定の決定要素 

『労働力の確保・定着』が 69.5％で最も多かった。 

 

今年の賃金改定の際に重要視した要素は、『労働力の確保・定着』が 69.5％で回答が

最も多く、次いで『企業の業績』が 53.1％、『物価の動向』が 46.0％と昨年同様の順位

となった。 

なお、全国でも『労働力の確保・定着』が 61.5％と最も多く、次いで『企業の業績』

の 51.5％、『物価の動向』の 44.7％となり、本県と同様の順位となった。 

なお、昨年度と比較して最も大きく増加したのは、『企業の業績』であった。<表 16> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9. 労働組合の有無 

 労働組合の有無について、『ある』と回答したのが、4.3％、『ない』と回答したのが 95.8%

とほぼ全国水準であった。 

 

労働組合の有無について、『ある』と回答した

のが 4.3％、『ない』と回答したのが 95.8%と本県

においても 労働組合の組織率は極めて低い水準に

ある。<図 18> 

 

 

 

 

 

 
※ 労働組合とは、労働者の連帯組織であり、誠実な契約交渉の維持・賃上げ・雇用人数の増加・労働環境の向上などの共

通目標達成を目的とする集団。中小零細企業など、会社に労働組合がない場合は合同労働組合（所属する職場や雇用形

態に関係なく、産業別、業種別、職業別、地域別に組織する労働組合のこと）に個人加入することも可能。 

 

 

※ 賃金改定の質問において「引上げた」または「7 月以降引き上げる予定」と答えた事務所及び臨時給与を引上げた

（7月以降引上げ予定）と答えた事業所のみ集計対象。 

<表 16> 賃金改定の決定要素［複数回答可］（％） 

 （）内は昨年のデータ

企業の業績

(%)

世間相場

(%)

労働力の

確保・定着

(%)

物価の動向

(%)

労使関係の

安定

(%)

親会社又は

関連会社の

改定の動向

(%)

前年度の

改定実績

(%)

賃上げ

ムード

(%)

燃料費の

動向

(%)

重視した

要素はない

(%)

その他

(%)

51.5 37.5 61.5 44.7 16.0 3.7 14.0 21.8 4.2 1.6 2.6

(52.6) (36.6) (64.0) (48.4) (17.8) (3.8) (11.8) (24.7) (5.1) (1.4) (2.1)

53.1 30.1 69.5 46.0 13.8 2.1 10.9 19.2 3.8 1.3 3.3

(45.4) (29.8) (73.7) (43.2) (17.1) (2.9) (8.6) (20.6) (2.9) (1.0) (1.6)

60.0 40.0 60.0 40.0 13.3 0.0 13.3 20.0 0.0 0.0 6.7

(37.0) (18.5) (66.7) (25.9) (18.5) (0.0) (7.4) (14.8) (0.0) (0.0) (0.0)

48.6 29.7 67.6 62.2 21.6 0.0 8.1 18.9 2.7 0.0 0.0

(38.1) (22.2) (71.4) (46.0) (17.5) (1.6) (1.6) (20.6) (4.8) (4.8) (0.0)

43.5 25.8 74.2 43.5 12.9 1.6 6.5 22.6 1.6 1.6 1.6

(45.7) (26.4) (77.5) (41.9) (19.4) (3.9) (11.6) (19.4) (3.1) (0.0) (2.3)

54.4 32.9 62.0 40.5 7.6 2.5 15.2 19.0 7.6 2.5 6.3

(54.7) (40.0) (69.3) (48.0) (13.3) (2.7) (10.7) (26.7) (2.7) (0.0) (1.3)

73.3 40.0 86.7 66.7 20.0 6.7 20.0 20.0 0.0 0.0 0.0

(42.9) (52.4) (81.0) (47.6) (14.3) (4.8) (4.8) (14.3) (0.0) (0.0) (4.8)

52.2 19.4 61.2 43.3 16.4 0.0 16.4 22.4 6.0 1.5 4.5

(45.5) (25.0) (72.7) (44.3) (15.9) (3.4) (13.6) (18.2) (2.3) (2.3) (2.3)

53.5 34.3 72.7 47.1 12.8 2.9 8.7 18.0 2.9 1.2 2.9

(45.4) (31.7) (74.0) (42.7) (17.6) (2.6) (6.6) (21.6) (3.1) (0.4) (1.3)

100～300人

製造業

非製造業

全国

鹿児島県

1～4人

5～9人

10～29人

30～99人

<図 18> 労働組合の有無（％） 
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10. 労使コミュニケーションの機会 

労使の意見を収集し協議を行う機会や場について、『特に設けていない』が 73.0％となっ

た。 

 

労使の意見を収集し協議を行う機会

や場について、『特に設けていな

い』が73.0％と最多で、次いで『経

営を交えた意見交換会（その他任意

の組織や場）等』の 18.2％となっ

た。 

一部、経営層と従業員との間でコ

ミュニケーションを図る取り組みが

行われているが、多くの事業所で労

使間の意見交換の仕組みが制度的に

整っていないことがうかがえる。 

また、労使の意見を収集し協議を

行う機会や場を設けていると回答し

た中で、協議内容については、『労

働時間・休日・休暇に関する事項』

が 68.1％と最多で、次いで『安全衛生に関する事項』が 59.6％となっており、日常的な労働

条件の改善や職場環境の維持管理に関する内容が多いことがわかる。<図 19、表 17> 

 

 

 

  

<図 19> 労使の意見を収集し協議を行う機会や場 

［複数回答可］（％） 

 

<表 17>労使協議の機会や場で行っている協議内容［複数回答可］（％） 

 事
業
所
数

経
営
に
関
す
る
事
項

生
産
性
向
上
（

品
質
管
理
）

に
関
す
る
事
項

賃
金
・
退
職
給
付
に
関
す
る
事
項

労
働
時
間
・
休
日
・
休
暇
に
関
す
る
事
項

人
事
に
関
す
る
事
項
（

勤
務
態
様
の
変
更
を
含
む
）

教
育
訓
練
計
画
に
関
す
る
事
項

定
年
制
・
勤
務
延
長
・
再
雇
用
に
関
す
る
事
項

安
全
衛
生
に
関
す
る
事
項

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
関
す
る
事
項

男
女
均
等
・
仕
事
と
家
庭
の
両
立
に
関
す
る
事
項

福
利
厚
生
・
文
化
・
体
育
・
レ
ジ
ャ
ー

活
動
に
関
す

る
事
項

正
社
員
以
外
の
労
働
者
に
関
す
る
事
項

同
一
労
働
同
一
賃
金
に
関
す
る
事
項

そ
の
他

全国 100.0 31.8 49.4 38.1 68.0 29.9 26.8 21.8 51.9 28.2 13.3 30.4 8.8 5.3 1.4

鹿児島県 100.0 25.5 53.2 33.0 68.1 30.9 31.9 18.1 59.6 28.7 17.0 27.7 9.6 4.3 1.1

1～4人 100.0 100.0 100.0 0.0 100.0 100 50 50 100 100 50 50 50 50 0

5～9人 100.0 26.7 53.3 20.0 60.0 26.7 33.3 0 60 13.3 0 20 6.7 0 6.7

10～29人 100.0 26.7 50.0 33.3 56.7 20 23.3 10 56.7 16.7 13.3 13.3 10 0 0

30～99人 100.0 27.0 64.9 37.8 70.3 40.5 43.2 24.3 67.6 40.5 18.9 43.2 10.8 8.1 0

100～300人 100.0 0.0 10.0 40.0 100.0 20 10 40 30 30 40 20 0 0 0

製造業 100.0 11.5 50.0 30.8 80.8 30.8 15.4 23.1 57.7 26.9 19.2 34.6 7.7 0 0

非製造業 100.0 30.9 54.4 33.8 63.2 30.9 38.2 16.2 60.3 29.4 16.2 25 10.3 5.9 1.5
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Ⅴ 令和７年度中小企業労働事情実態調査票 
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組合と共に明日を拓く中央会 

鹿児島県中小企業団体中央会 
〒892-0853 

鹿児島市城山町 1番 24号 

県中小企業会館 2階 

Tel.099-222-9258 

Fax.099-225-2904 

URL https://www.satsuma.or.jp/ 

E-mail: info@satsuma.or.jp 

 


